
別紙様式２号

１．推進事業（全取組共通）

事業費（要望額） 3,533,000円 （うち交付金3,533,000円） 鳥取県

うち地域提案メニュー分 円 （うち交付金　　　　円） 平成21年度

現状と課題（※計画地区等における現状を踏まえて、課題を数値等も交えて具体的に記述すること。）

経営力の強化

課題を解決するため対応方針（※上記の課題に対応させて記述すること。）

経営力の強化

都道府県における目標関係 備考

成果目標の具体的な実績

計画時（平成19年度） 実施後（平成20年度） 目標（平成20年度） 達成率

担い手への農地利用
集積の促進

集落農地利用集積の推進
担い手への農地利用集積率を
16.7%から17.0%へ引き上げ
る。

16.7% 16.8% 17.0% 33.3%
　農業委員会活動事例調査等を実施し、集落農地利用調整を推進
したが、集落営農の法人化が進んでいない等、担い手への農地利
用集積率は目標を０．２％下回り、達成率は３３％となった。

特定法人等農地利用調整緊
急支援

新たに農業参入する特定法人
数　３法人 ０法人 8法人 ３法人 266.6%

　優良事例調査等を実施し、特定法人への農地利用調整を推進し
た結果、新たに農業参入した特定法人数は目標を５法人上回り、
達成率も２６７％となった。

新技術活用優良農地利用高
度化支援

鳥取県東部地区の遊休農地解
消面積を7.2haから10haへ増加
させる。

7.2ha 11.3ha 10ha 146.0%

鳥取県東部地区で和牛放牧(H20年5カ所、H21年5カ所）、ヤギ放
牧(H20年5カ所）のモデルほ場設置により放牧技術の普及と農地
管理の有効性をＰＲを行った結果、目標年までに11.3haで放牧に
よる遊休農地解消、農地保全が図られた。

新技術活用優良農地利用高
度化支援

事業実施により鳥取県西部地
区の遊休農地を3ha解消する。 0ha 4ha 3ha 133.0%

事業実施により鳥取県西部地区の遊休農地を4ha解消することが
できた。今後も継続して放牧に取り組み、更なる面積の拡大を図
る。

○地域提案メニューの内容

該当なし

事業実施地区数
（ア）

評価対象外地区数
（イ）

評価対象地区数
（ア）－（イ）

4 0 4

（１）「担い手の育成・確保」にあっては、当該年度における認定農業者（成果目標）に対する当該年度の認定農業者の育成実績により達成率を算出すること。（達成率＝増加数／目標数×100）

（２）「担い手への農地利用集積の促進」にあっては、直近年の集積対象者（集積対象者とは、認定農業者及び基本構想における効率的かつ安定的な農業経営の指標の水準に既に達している農業者（認定農               　　　　　 

      業者である者を除く）をいう。）への利用集積率と、当該年度における利用集積率の目標数値を記述することにより、事後評価の検証を行うものとする。               　　　　　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

当該年度における利用集積率の増加実績

当該年度における利用集積率の増加目標

利用集積率＝都道府県内の全耕地面積に占める集積対象者への利用集積面積

耕地面積（耕地面積統計の数値を使用）

利用集積面積（集積対象者の自己所有地、借入地、農作業受託地の面積の合計）

農作業受託地の面積（作物別の基幹作業ごとの受託面積の合計面積を当該作物の基幹作業数で除した面積（例：稲作においては、耕起・代かき、田植え、収穫の作業受託面積の合計面積を３で除して算出する。））

　　 （３）「新規就農者の育成・確保」にあっては、計画時の就農予定者数に対する研修教育課程修了者の就農実績により達成率を算出すること。

（１）担い手への農地利用集積の促進のため、研修会等を開催し、農業委員会のより一層の活動強化に取り組む。
（２）省力的・低コスト・資源循環型の遊休農林地解消の手法として、和牛・ヤギ等の放牧による優良農地の保全を推進するため、農家等への意識啓発、技術普及等に取り組む。

評価対象外の地区がある場合、
その代表的な理由

総合所見

事業推進を行ったが、一部事業に目標達成できないものがあった。目標達成できたかった事業を中心に事業実施主体等と連携
して認定農業者を中心とした担い手への農用地の利用集積等に努めていく。

（注）１　別紙様式１号に準じて作成すること。

　　　２　経営力の強化にあっては、「成果目標の具体的な実績」の欄に、以下の政策目標ごとに掲げる計算方法により算出した実績を記述すること。

都道府県事業実施状況報告書及び評価報告書

政策目標 取組名 成果目標の具体的な内容

都道府県名

事業実施年度

（１）本県の担い手の育成・確保において、認定農業者等担い手への農地利用集積の促進については、利用集積率が１６．７％と進んでいない。また、指導する立場の農業委員会の活動もまだ不十分という状態である。
（２）本県東部の耕作放棄地面積率は１１．５%（経営耕地総面積９，３９８ｈａのうち耕作放棄地面積１，０８１ｈａ）、また本県西部の耕作放棄地面積率は１１．７%（経営耕地総面積１　　１，８３８ｈａのうち耕作放棄地面積１，３８
５ｈａ）を占め、担い手不足に伴い年々増加している。

事業実施後の状況

利用集積率の達成率＝ ×100



（別紙様式２号別添１）

別添１　都道府県内における推進事業取組実施状況総括表

（　　鳥取県　　平成21年度　）

具体的な取組内容 事業費

※各事業実施主体の取組の中で、主な取組を例示的に記入 事業実施主体数 （円） 交付金 都道府県費 市町村費 その他

経営力の強化 ①　担い手の育成・確保

②　担い手への農地利用集積の促進
（集落農地利用集積の推進）

　農業委員会活動事例調査等を実施し、集落農地利用調整を推進した
が、集落営農の法人化が進んでいない等、担い手への農地利用集積率は
目標を０．２％下回り、達成率は３３％となった。

1 1,236,000 1,236,000

②　担い手への農地利用集積の促進
（特定法人等農地利用調整緊急支援）

　優良事例調査等を実施し、特定法人への農地利用調整を推進した結
果、新たに農業参入した特定法人数は目標を５法人上回り、達成率も２
６７％となった。

1 1,236,000 1,236,000

②　担い手への農地利用集積の促進
（新技術活用優良農地利用高度化支援）

農業委員会、ＪＡを対象に研修会を開催し、放牧による農地保全技術、
事例を紹介した。

1 255,000 255,000

②　担い手への農地利用集積の促進
（新技術活用優良農地利用高度化支援）

Ａ地区：耕作放棄地（１．０ha）に住民の協力を得て電気牧柵を設置、
和牛２頭を６ヶ月間放牧し耕作放棄地の景観保全効果を実証した。
Ｂ地区：耕作放棄地（3.0ha）に和牛5頭を周年放牧し、放牧効果を周辺
地域にＰＲを行った。

1 806,000 806,000

③　新規就農者の育成・確保

 合　　計 － 3,533,000 3,533,000

政策目的 取組の分類（又は政策目標）

負担区分（円）

備考



（別紙様式２号別添２）

別添２　都道府県内における推進事業取組実施状況一覧表

交付金 都道府県費 市町村費 その他

経営力の強化
担い手への農
地利用集積の
促進

農地利用調
整緊急支援

担い手への農地
の利用集積率を
16.7％から
17.0％に引上げ

企画検討会の開
催、優良事例・
活動事例調査の
実施、優良事例
紹介、優良事例
紹介､作成・配
付､相互研鑽会等
を通じて農業委
員会に対する指
導を実施する。

担い手への農地
利用集積率が
16.7％から
16.8％に上昇し
た。

企画検討会１回、優良
事例　・活動事例調査
５回、優良　事例・相
互研鑽会１回、農業委
員会指導１６回、啓発
普及資料配付(400部）

1,236,000 1,236,000 33%

農業委員会活動
事例調査等を実
施し、集落農地
利用調整を推進
したが、集落営
農の法人化が進
まない等、担い
手への農地利用
集積は目標達成
しなかった。

集落農地利用調
整を推進した
が、集落営農の
法人化が進まな
い等、担い手へ
の農地利用集積
は目標達成せ
ず、担い手への
農地利用集積の
具体的な対策を
検討する必要が
ある。

特定法人等
農地利用調
整緊急支援

新たに農業参入
する特定法人数
３法人

企画検討会の開
催、優良事例の
調査の実施、優
良事例集の作
成・配布等を通
じて農業委員会
に対する指導を
実施する。

新たに農業参入
した特定法人数
８法人

企画検討会１回、優良
事例　・活動事例調査
１０回、農業委員会指
導１０回、啓発普及資
料配付(350部）

1,236,000 1,236,000 267%

優良事例調査等
を実施し、特定
法人への農地利
用調整を推進し
た結果、特定法
人による農業参
入が着実に進
み、目標達成し
た。

優良事例の紹介
等を通じた利用
調整活動が着実
に推進され目標
達成に至った。
今後も鳥取県農
業会議等と連携
して認定農業者
を中心とした担
い手への農用地
利用集積を図
る。

－
鳥取県
（八頭総合事
務所）

新技術活用
優良農地利
用高度化支
援

鳥取県東部地区
の遊休農地解消
面積を7.2haから
10haへ増加

検討会の開催、
実証ほの設置
（５地区）、提
案書(ﾏﾆｭｱﾙ)の作
成を通じて、遊
休地等における
和牛及びヤギ放
牧技術を確立す
る。

鳥取県東部の放
牧による遊休農
地解消面積が
11.3haに増加し

た。

モデルほ場設置15カ
所、研修会開催3回、
パネル展示1回、パン
フレット作成

255,000 255,000 113%

モデルほ場を設
置し、放牧によ
る農地保全の技
術の普及を図っ
た結果、放牧面
積が拡大し目標
を達成した。

－
鳥取県
（西部総合事
務所）

新技術活用
優良農地利
用高度化支
援

事業実施により
鳥取県西部地区
の遊休農地を3ha
解消

検討会の開催、
実証ほの設置
（２地区）、提
案書(ﾏﾆｭｱﾙ)の作
成を通じて、遊
休地等における
和牛放牧技術を
確立する。

和牛放牧によ
り、耕作放棄地
の景観保全効果
及び経費削減が
実証され放牧面
積も3haから4ha
に増加した。

現地指導会12回、関係
機関打ち合わせ6回、
放牧効果説明会2回、
放牧馴致指導2回

806,000 806,000 133%

集落住民の協
力、町やＪＡ等
関係機関の支援
により放牧の普
及促進を図った
結果放牧面積も
増加し、目標達
成した。

合計 － － 4 － － － － － － 3,533,000 3,533,000 － － －

－
鳥取県農業会
議

都道府県による
点検評価結果
（所見）

事業実施後（目標年度）

事業費（円）
事業主体等によ
る評価結果成果目標に対す

る成果実績

その他参考
となる事項

目標達成
状況
Ｂ／Ａ事業実績

検討会の開催、
実証ほの設置等
を通じた遊休農
地解消活動が着
実に推進され目
標達成に至っ
た。

政策目的 政策目標
市町村名（ま
たは地区名）

事業実施主体

負担区分（円）

取組名 成果目標（Ａ） 事業内容（計画）

計画策定時



２ 整備事業
   （産地競争力の強化を目的とする取組用）

（鳥取県　平成２１年度）

作物等
区分①

作物等
区分②

事業内容 事業費

備考

（円）

（工種、施
設区分、構
造、規格、
能力等）

交付金 都道府県費 市町村費 その他

鳥取
市

鳥取
いな
ば農
業協
同組
合

産地
競争
力の
強化

産地
競争
力の
強化
に向け
た総合
的推
進

土地利
用型作
物（稲）

品質
向上

【土地利
用型作
物】
（稲・麦
の省力・
低コスト
産地育
成）
生産者
のうち品
質分析
の実施
の実施
割合の
増加

40%
(3,062
戸
/7,504
人)
(H18)

52%
(3,982
戸
/7,659
人)
(H19)

65%
(4,721
戸
/7,264
人)
(H20)

71%
(5,188
戸
/7,306
人)
(H21)

80%
(6,004
戸
/7,504
人)
(H21)

77.5%

品質分析
に取り組
む生産者
が77.5％
増加し
た。

・温湯消毒
装置、種籾
計量設備、
種籾乾燥
設備、脱水
機、コンテ
ナ各一式

21,840,000 8,320,000 3,520,000

平成
20年2
月13
日

安全安心
な米づくり
の一環とし
て生産者
への浸透
は進んだ
が、異常気
象等による
大幅な収
量減に伴
い、小規模
農家が保
有米確保
を優先した
ことなどが
影響して出
荷者が減
少し、結
果、目標に
達しなかっ
た。
今後、拡充
した営農指
導体制（平
成22年春
より機構改
革実施）の
もと、病害
虫対策技
術と併せて
一層の定
着化を図
る。

目標未達成
の要因と
なっているＪ
Ａ共同乾燥
調製施設
（分析施設）
を経由しな
い分析未実
施の農家に
対して取組
みの啓発を
図ること、分
析結果の
フィードバッ
クについて
積極的に実
施すること
等、本事業
の目標達成
に向けて助
言・支援し
ていく。

湯梨
浜町

浜水
田営
農実
践組
合

産地
競争
力の
強化

産地
競争
力の
強化
に向け
た総合
的推
進

土地利
用型作
物（稲）

農畜
産業
の環
境保
全

【土地利
用型作
物】
遠赤外
線乾燥
機導入
により、
燃油の
使用量を
１０％以
上低減

18.1㍑
(乾燥
籾1t当
たり)
(H19)

18.08
㍑
(乾燥
籾1t当
たり)
(H20)

14.78
㍑
(乾燥
籾1t当
たり)
(H21)

16.2㍑
(乾燥
籾1t当
たり)
(H21)

174.7%

乾燥籾１ｔ
当たりの
燃油使用
量が
18.3％低
減した。

・遠赤外線
乾燥機、フ
ロアーコン
ベア

7,917,000 3,220,000 550,000 4,147,000

平成
20年3
月28
日

農業機械
の省エネ
利用マニュ
アルに従っ
て省エネル
ギーに配
慮した作業
を行った。

事業で導入
した乾燥機
の利用率は
高く、マニュ
アルに準じ
て目標以上
の低減が実
施された。

鳥取
市

鳥取
県畜
産農
業協
同組
合

産地
競争
力の
強化

産地
競争
力の
強化
に向け
た総合
的推
進

飼料作
物（稲）

品質
向上

【耕種作
物活用
型飼料
増産】
飼料用
稲作付
面積の
増加

86.5ha
(H18)

95.6ha
(H19)

103.8h
a
(H20)

110.7h
a
(H21)

96.0ha
(H21)

254.7%

飼料用稲
の作付面
積が28％
増加し
た。

・稲発酵粗
飼料用
ロール
ベーラー１
台
・梱包格納
用機械１台

11,130,000 5,300,000 0 0 5,830,000

平成
20年3
月31
日

機械整備
により、品
質・作業効
率等が改
善された結
果、作付面
積が24.2ｈ
ａ増加し、
成果目標
が達成され
た。

稲発酵粗飼
料専用収穫
機械の導入
により、計画
的な飼料増
産が図られ
ている。
飼料用稲の
栽培面積を
順調に拡大
し、事業計
画も達成さ
れている。

完了
年月
日

（対象
作物・
畜種等
名）②

計画時 １年後 ２年後 ３年後 目標値

負担区分（円）

３年後

市町
村名

事業
実施
主体
名

政策
目的

取組
の分
類

（対象
作物・
畜種等
名）①

政策
目標
①

事業実施後の状況①

目標値 達成率

成果目
標の具
体的な
内容①

計画時 １年後 ２年後

事業実施
主体の評

価

都道府県の
評価

成果目標
の具体的
な実績①

政策
目標
②

達成率

成果目
標の具
体的な
内容②

事業実施後の状況②

成果目標
の具体的
な実績②



作物等
区分①

作物等
区分②

事業内容 事業費

備考

（円）

（工種、施
設区分、構
造、規格、
能力等）

交付金 都道府県費 市町村費 その他

完了
年月
日

（対象
作物・
畜種等
名）②

計画時 １年後 ２年後 ３年後 目標値

負担区分（円）

３年後

市町
村名

事業
実施
主体
名

政策
目的

取組
の分
類

（対象
作物・
畜種等
名）①

政策
目標
①

事業実施後の状況①

目標値 達成率

成果目
標の具
体的な
内容①

計画時 １年後 ２年後

事業実施
主体の評

価

都道府県の
評価

成果目標
の具体的
な実績①

政策
目標
②

達成率

成果目
標の具
体的な
内容②

事業実施後の状況②

成果目標
の具体的
な実績②

  （注）１　別紙様式1号の２－１に準じて作成すること。

　　２　要領第1の（２）の（ア）及び（イ）場合にあっては、事業実施後の状況の欄を追加し、記入すること。

　　３　別添として、各事業実施主体等が作成した事業実施状況報告書を添付すること。

　　４「事業実施主体の評価」欄と、「都道府県の評価」欄については、評価の対象となる年度のみ、それぞれの所見を記入すること。

　　５「総合所見」欄については、評価実施年度の取組について、都道府県全体の総合所見を記入すること。

　　６「都道府県平均達成率」欄は、都道府県において事業実施地区で掲げている成果目標毎の達成率の平均値とする。

都道府県平均達成率 169.0% 総合所見
事業評価対象3事業のうち、１事業で目標達成率が９割未満となった。目標未達の事業は、品質向上のため温湯種子消毒装置を導入しており、実績を向上するため、事業実施主体と連携を図る。一方で、環境保全型農業の推進や飼料作
物の増産、ロールべーラー・梱包機の導入による品質向上に取り組んだ事業ではおおむね目標達成されており、こうした事業分野の潜在力の高さがうかがわれる。



２　整備事業（経営力の強化を目的とする取組用）

平成２１年度

計画時 目標年

所得の向上（人） 0 1 1 -

農畜産物等の売上額の増加（千円） 0 47,767 47,767 39.6       

雇用の増大（人） 0 12 12 141.7     

水田・畑作経営所得安定対策への
加入（組織）

1 1 1 100.0     

農用地の利用集積率（％） 31.1 31.1 31.1 100.0     

農用地利用集積における連担地面
積（ha）

3.4 3.4 3.4 100.0     

目標
年度

第三者機関
の開催年月日

事業実施主体 鳥取いなば農業協同組合

第三者機関によって審議した内容及び意見 第三者機関の意見を踏まえて都道府県が事業実施主体に対して指導した内容

目標
年度

第三者機関
の開催年月日

事業実施主体 農業生産法人多里生産組合

第三者機関によって審議した内容及び意見 第三者機関の意見を踏まえて都道府県が事業実施主体に対して指導した内容

（添付資料）事業実施主体等が作成した事業実施状況報告書（別添３）

整備施設等 農畜産物処理加工施設

80.2                      

H22.3.26

18 鳥取市 -

農畜産物処理加工施設
の整備
・鉄骨平屋建546㎡ １棟
・事業費 158,046千円
　（うち国庫73,150千円）

21

都道府県平均達成率

・平成２１年９月に販売企画担当の配置など
運営体制を抜本的に見直するとともに、経
営改善計画を策定して積極的な販路開拓
と効率的な商品生産に努めたが、経営改善
前の落ち込みが大きく、雇用については目
標達成したものの、構成員の農業所得及び
施設の売上額については目標達成できな
かった。
・今後は、経営改善計画に基づき、学校給
食などの大口かつ安定的な販路開拓、農
協系店舗での販売強化などを推進して、売
上額の大幅な増加を目指す。

点検結果及び講じようとする措置又は
点検評価及び講じようとする指導

成果目標
目標値 当該

年度の
目標(A)

Ａに対
する達
成率(%)

都道府県名 鳥取県 報告年度

事業
実施
年度

市町村名 地区名 整備事業の取組内容

事業実施が平成２１年度末のため、当該年度の成果目標の達成状況の評価は行わなかった。次回の審議（平
成２３年３月予定）において平成２２年度の評価を行う予定。

・事業完了H22.3.30のため、計画策定時か
ら変更なし
・今後は集積率を上げ、連担面積の拡大を
図る。

21 日南町 多里・萩原地区

高生産性農業用機械施設
の整備
・自脱型コンバイン（47馬
力、4条刈）１台
・事業費 6,352千円
　（うち国庫3,000千円）

・当県では、経営構造対策、アグリチャレンジャー支援、強い農業づくり交付金等の事業評価を、第三者機関
「強い農業づくり交付金関係施策評価委員会」において実施している。
・平成２１年度の同委員会において、事業の目標達成状況及び今後の改善指導方針について報告・説明の上、
協議したところ、県の改善指導方針のとおりとすることで了承が得られた。
　＜委員による主な意見＞
　　・名宝レディース（岐阜県郡上市）など成功事例に学び、女性加工グループのレベルアップを図るべきだ。
　　・マーケティング能力の向上に加え、コスト削減等による収益性アップにも重点的に取り組むべきだ。

・第三者機関での協議結果を踏まえて、経営構造コンダクター（鳥取県農協会議）に
おいて供給・販売面で事業実施主体を適宜指導した。
　＜主な指導内容＞
　　　① 加工品の種類を増やすよりも、売れ筋商品の選定（選択と集中）が必要
　　　② 販売企画や促進のため、積極的に外部研修を受けるべき
　　　③ 企業家としての意識をさらに高めるべき

21 H23.3.28 整備施設等 高生産性機械施設



別紙様式

都道府県名

鳥取県

政策目標 担い手の育成・確保 アグリチャレンジャー支援（女性起業）

１　施設等の整備状況

道府県費　 市町村費 その他

鉄骨平屋建
　546㎡　１棟
内部機器一式

0 80,465 4,431 平成１８年度

２　成果目標の達成状況

３年度目 ４年度目 ５年度目

所得の向上 人 人 1 1

0 1 0 0

- -

農畜産物等の売上額の増加 千円 千円 47,767 47,767

0 47,767 24,838 18,892

52.0 39.6

雇用の拡大 人 人 12 12

0 12 15 17

125.0 141.7

事業の着実な推進により、計画を達成で
きた。0 16

- 133.3

0 17,562

- 37.4

1 12

認定農業者等
担い手育成の推進

0 0

農協が９月から派遣した事務局（事務局
長、販売企画促進２名、計３名）主導のも
と、積極的に商談やイベントに参加し地
元ホテルに出荷するための味噌づくりや
直売店に出荷する農産加工品の製造に
努力するとともに、効率的な製造計画・
労力調整に努めたが、経営改善計画策
定前の８月までの落ち込みが大きく、目
標を下回った。

0 0

- -

3,283 46,900

取組名 成果目標

目　　標　　値 成果目標の達成プログラム

備　　　考計画時
（Ｈ17年度）

目標年
（Ｈ20年度）

（上段：計画、中段：実績、下段：達成率）

１年度目 ２年度目

負担区分（千円） 実　施
年　度交付金

農畜産物処理加工施設
農産物全般
（水稲、大豆、小麦、
ジャガイモ、梨等）

鳥取いなば農業協同組合
（野菜畑のシンデレラ

利用組合）
158,046 73,150

整備事業の取組内容

整備施設等 事業量等 対象作物等
事業実施主体
（管理主体）

事業費
（千円）

平成２２年度 鳥取市 平成１８年度 平成２０年度 鳥取いなば農業協同組合

事業実施状況報告書（事業実施主体等用）

報告年度 市町村名 地区名 事業実施年度 目標年度 計画主体



別紙様式

都道府県名

鳥取県

政策目標 担い手の育成・確保 集落営農育成・確保緊急整備支援

１　施設等の整備状況

道府県費　 市町村費 その他

自脱型コンバイン　1
台
（４条刈、ﾃﾞﾊﾞｲﾀﾞｰ付）

0 0 3,352 平成２１年度

２　成果目標の達成状況

３年度目 ４年度目 ５年度目

組織 組織

1 1

農用地の利用集積 ％ ％

（利用集積率） 31.1 50.2

農用地の利用集積 ha ha

3.4 5.2

計画主体

平成２２年度 日南町 多里・萩原地区 平成２１年度

事業実施状況報告書（事業実施主体等用）

報告年度 市町村名 地区名 事業実施年度 目標年度

平成２３年度 農業生産法人多里生産組合

整備事業の取組内容

整備施設等 事業量等 対象作物等
事業実施主体
（管理主体）

事業費
（千円）

負担区分（千円） 実　施
年　度

取組名 成果目標

目　　標　　値 成果目標の達成プログラム

交付金

高生産性農業用機械施設
土地利用型作物（水
稲）

農業生産法人多里生産組合 6,352 3,000

備　　　考計画時
（Ｈ21年度）

目標年
（Ｈ22年度）

（上段：計画、中段：実績、下段：達成率）

１年度目 ２年度目

認定農業者等
担い手育成の推進

水田・畑作経営所得安定対策への
加入（加入組織数又は加入対象と
なることを目指す組織数）

1 1

31.1 50.2

3.4 5.2

同上31.1

100 -

事業完了H22.3.30
計画策定時から変更なし

1

100 -

同上（農用地利用集積における連担地
面積）

3.4

100 -


